
 

 令和７年 

 第１回市議会定例会 議案第２９号 

   特別職の職員の給与等に関する条例の一部改正について 

 特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

  令和７年２月２６日提出 

 

                  函館市長 大 泉   潤   

 

   特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例    

第１条 特別職の職員の給与等に関する条例（昭和４０年函館市条例第

２２号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第２項各号列記以外の部分中「１００分の２２５」を「 100

分の２３５」に改める。 

 第３条の２第１項中「初日（以下この条」を「初日（次項」に改め， 

同条第２項中「。以下この条において同じ」を削り，「２万2 , 5 4 0 

円」を「２万５，１００円」に，「１万２，８６０円」を「１万 

４，３００円」に，「８，６００円」を「９，６００円」に改める。 

  別表第２中 

 「 
 

                              」 

 「 

 

 

 

 

 

 

 

                              」 

いじめ問題再調査委員会の委員 日額 12,000円 を 

 

いじめ問題再調査委

員会の委員 

 
同委員会が認める者
からの事情等の聴取
その他の方法による
調査  

 
日額 30,000円  

に， 

 
同委員会が認める者

からの事情等の聴取
その他の方法による
調査に係る報告書の
作成  

 
日額 30,000円  

 
その他  

 
日額 12,000円  

 



 「 
 

                              」 

 「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                              」 

 改め，同表備考中第３項を第５項とし，第２項を第４項とし，第１項

を第３項とし，同表備考に第１項および第２項として次の２項を加え

る。 

   １ いじめ問題再調査委員会の委員が同一の日において上表の区

分を異にする２以上の事務（同委員会の所掌事務に係るものに

限る。）に従事した場合において，当該２以上の事務に係る報

酬額が同額のときにあつては当該報酬のいずれか一の報酬，当

該２以上の事務に係る報酬額が異なるときにあつては当該報酬

額が最も高いもの（その額が同額の場合にあつては，その報酬

のいずれか一の報酬）以外の報酬は，支給しない。 

   ２ いじめ防止対策審議会の委員または臨時委員が同一の日にお

いて上表の区分を異にする２以上の事務（同審議会の所掌事務

いじめ
防止対
策審議
会 

委員 

 
函館市いじめ防止対策審議
会条例（平成３０年函館市
条例第３６号）第２条第１
項第１号および第３号に掲
げる事項についての調査審
議  

日額  5,000円 

に 

委員
およ
び臨
時委
員 

 
函館市
いじめ

防止対
策審議
会条例
第２条
第１項
第２号
に掲げ
る事項
につい
ての調
査審議  

 
同審議会または同
審議会の重大事態

調査部会が認める
者からの事情等の
聴取その他の方法
による調査   

日額 30,000円 

 
同審議会または同
審議会の重大事態
調査部会が認める
者からの事情等の
聴取その他の方法
による調査に係る
報告書の作成   

日額 30,000円 

 
その他  日額 12,000円 

 

いじめ防止対策審議会の委員 日額  5,000円 を 

 



に係るものに限る。）に従事した場合において，当該２以上の

事務に係る報酬額が同額のときにあつては当該報酬のいずれか

一の報酬，当該２以上の事務に係る報酬額が異なるときにあつ

ては当該報酬額が最も高いもの（その額が同額の場合にあつて

は，その報酬のいずれか一の報酬）以外の報酬は，支給しない。 

第２条 特別職の職員の給与等に関する条例の一部を次のように改正す

る。 

 第３条第２項各号列記以外の部分中「１００分の２３５」を「 100

分の２３０」に改める。 

 第３条の２第２項中「いう。）」の後ろに「または配偶者（同条例

第２３条第２項に規定する配偶者をいう。）」を加える。 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条の規定は，令

和７年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定（特別職の職員の給与等に関する条例（以下「特別職

給与等条例」という。）第３条第２項および第３条の２第１項の改正

規定，同条第２項の改正規定（「。以下この条において同じ」を削る

部分に限る。）ならびに別表第２の改正規定を除く。）による改正後

の特別職給与等条例の規定は，令和６年４月１日から適用する。 

３ 第１条の規定（特別職給与等条例第３条第２項の改正規定に限る。） 

 による改正後の特別職給与等条例の規定は，令和６年１２月１日から

適用する。 

 （期末手当等の内払） 

４ 第１条の規定による改正後の特別職給与等条例（以下「改正後の特

別職給与等条例」という。）の規定を適用する場合においては，同条

の規定による改正前の特別職給与等条例の規定に基づいて支給された

期末手当および寒冷地手当は，改正後の特別職給与等条例の規定によ

る期末手当および寒冷地手当の内払とみなす。 

 （市長への委任） 



５ 前項に定めるもののほか，この条例の施行に関し必要な事項は，市

長が定める。 

 

 

 

 

 

 （提案理由） 

 特別職の職員の期末手当の支給率等の改定およびいじめ問題再調査委

員会等の委員の報酬額の改定をし，いじめ防止対策審議会に置くことが

できることとなる臨時委員に報酬を支給することとし，ならびに規定を

整備するため 


